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第１ 福祉相談センターの概要 

 

   豊田加茂福祉相談センターは、豊田市及びみよし市を所管区域として愛知県の社会福祉に関す

る事務を分掌する行政機関である。 

   豊田加茂福祉相談センターには、同じ所管区域の児童相談所、身体障害者更生相談所（相談及

び指導に関することに限る。）、知的障害者更生相談所（同）業務を行う豊田加茂児童・障害者相

談センターが置かれている。 

   また、女性相談支援センター豊田加茂駐在室を兼ねている。 

 

１ 管内の概要 

   豊田加茂福祉相談センターの所管する豊田市、みよし市

は、愛知県の中央北部に位置し、北は岐阜県、長野県との

県境があり、東は新城市及び北設楽郡と、南は岡崎市、安

城市などと、また西は瀬戸市、日進市などと接している。

地域の総面積は 950.51 ㎢で、矢作川など河川の恵みを受け

た平坦部とその周りを囲む山間部からなっており、全面積

の３分の２が森林で、豊かな自然に恵まれている。肥沃な

沖積層地帯が広がる平坦部では、農業・工業ともに盛んで、特に自動車関連産業は世界に冠たる

業績を誇っており、農業では米を始め、果樹、花きなど様々な農作物が生産されている。 

 交通面では、東名高速道路、伊勢湾岸自動車道、東海環状自動車道及び新東名高速道路の４つ

の高規格幹線道路の結節点となり、７箇所のインターチェンジを有する広域交通の要所となって

いる。また、鉄道では、名古屋鉄道三河線、豊田線及び愛知環状鉄道が住民の足となっている。 

 

             管  内  の  人  口  

                                                    令和８年４月１日現在 

区 分 世帯数 総人口 

年  齢  別  人  口 

０～14 歳 15～64 歳 65 歳以上 

実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比  

  世帯     人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

愛知県  3,430,921 7,439,980 886,516 11.9 4,635,968 62.2 1,931,319 25.9 

管
内 

豊田市  187,238 413,638 48,829 11.8 262,140 63.4 102,799 24.8 

みよし市  25,886 61,808 8,243 13.3 41,225 66.6 12,466 20.1 

計 213,124 475,446 57,072 12.0 303,365 63.8 115,265 24.2 

（注）１ 「世帯」と「総人口」は令和８年４月１日現在。 ただし、「年齢別人口」は令和７年 10 月１日現在。 

２ 「出典」 ： 県民文化局統計課「愛知県人口動向調査」（令和２年国勢調査（2020 年 10 月１日現在）を基礎  

とした推計値）  
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２ 主 な 沿 革 

年  月  日  旧足助事務所  旧豊田事務所  旧豊田児童相談所  

昭和 26 年９月１日  

 

 

 

 

昭和 30 年 11 月 10 日 

 

昭和 34 年７月 15 日  

 

昭和 39 年４月１日  

 

昭和 42 年４月３日  

 

昭和 50 年４月１日  

 

 

 

 

東加茂地方事務所に民生

課設置  

 管轄区域 :東加茂郡  

 位置 :東加茂郡足助町  

 

足助事務所と名称変更  

 

 

 

事務所新築（位置は同じ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

西加茂地方事務所に民生

課設置  

 管轄区域 :西加茂郡  

 位置 :挙母市  

   （現豊田市元城町）  

挙母事務所と名称変更  

 

(S34.1.1 挙母市から豊田市へ名称変更 ) 

豊田事務所と名称変更  

 

 

事務所新築移転  

 位置 :豊田市元城町  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊田児童相談所設置  

 管轄区域 :豊田市、東加茂郡、西

加茂郡  

 位置 :豊田市小坂町  

平成 14 年４月１日  

 

 

 

 

 

平成 15 年４月１日  

 

平成 17 年４月１日  

豊田加茂事務所に健康福祉課設置（地方機関の再編に

よる統合により北設楽郡稲武町が管轄に加わる）  

管轄区域：豊田市、東加茂郡、西加茂郡、 

北設楽郡稲武町  

 位    置 :豊田市錦町１-22-１（加茂保健所内）  

 

郡区域変更により、稲武町が東加茂郡となる 

 

西加茂郡藤岡町、小原村、東加茂郡足助町、下山村、

旭町、稲武町の豊田市への合併により、管轄区域は豊

田市、西加茂郡（三好町）となる 

豊田加茂児童相談センターと名称

変更、北設楽郡稲武町が管轄に

加わる 

事務所の移転  

 位置 : 同左  

 

同左  

 

同左 

平成 20 年４月１日  

 

豊田加茂福祉相談センター設置（地方機関の再編による名称及び体制の変更）  

 （センター内に、豊田加茂児童･障害者相談センター、豊田加茂福祉事務所設置） 

平成 22 年１月４日  三好町が市制施行によりみよし市となり、豊田加茂福祉事務所が廃止となる  

平成 25 年３月 25 日  
事務所の移転  

 位置：豊田市元城町３－17 

平成 30 年４月 27 日  
事務所の住所表記変更  

 位置：豊田市元城町２－68 

令和  ６ 年 ３ 月 １ 日  
事務所の移転  

 位置：豊田市瑞穂町２－５－１  

令和  ８ 年 ５ 月 ７ 日  
事務所の移転  

 位置：豊田市元城町４―45 

S49 年度までの豊田市・東加茂郡・西加

茂郡の区域の管轄は、岡崎児童相談所 

H13 年度までの北設楽郡稲武町の区域の

管轄は、豊橋児童相談所 

(H10.4.1 豊田市が中核市に移行) 
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３ 組織及び事務分掌 

 

 センター長    次長   地域福祉課長   課長補佐         主  任 １名 

                                  主  事 ２名 

                                 一般職非常勤職員 ５名 

                               （うち、女性相談支援員 ２名） 

 

                                      ・センターの総務・経理に関すること 

                   ・民生委員・児童委員に関すること 

                   ・児童福祉（措置除く。）に関すること 

                   ・児童措置費用負担金徴収事務に関すること 

                   ・高齢者福祉に関すること 

                   ・障害者福祉に関すること 

                   ・各種手当（特別児童扶養手当等）に関すること 

                   ・女性の相談支援に関すること 

                   ・その他福祉に関すること 

                 

                児童育成課長    主  査             主  査 ２名 

                                                                  主  任 ７名 

                                                                 主  事 ７名 

                                  技  師 １名 

 一般職非常勤職員 ２名 

 

                                                課長補佐      主  査 ４名 

                                  主  任 ４名 

                                  主  事 ７名 

                                

 

                  ・児童の相談に関すること 

                  ・児童及びその家庭に係る必要な調査及び社会学的 

な判定指導に関すること 

                  ・障害児入所給付費の支給の決定及び取消しに関す 

ること 

                  ・児童福祉法第 26 条及び 27 条の規定による措置及 

び指導に関すること 

                  ・里親委託後の指導に関すること 

                  ・施設入所後の家庭並びに施設退所後の児童及び家 

庭の指導に関すること 

                  ・児童及びその家庭に係る医学的、心理学的、教育 

学的及び精神保健上の判定指導に関すること 

                  ・療育手帳に関すること 

                  ・身体及び知的障害者の相談及び指導に関すること 

     

児童相談第１グループ班長 

児童相談第２グループ班長 

 

地域福祉グループ班長 

 
次長兼務 
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第２ 地域福祉課の概要 
 

１  地域福祉 
  

民生委員、社会福祉協議会を始め社会福祉団体やボランティアなどの協力を得て、地域で

の福祉の推進に努めている。 

 

民生委員・児童委員  

   民生委員は、民生委員法（昭和 23 年法律第 198 号）に基づき、地域社会の福祉を増進す

ることを目的として、市町村の区域におかれている民間奉仕者で、厚生労働大臣から委嘱さ

れ、任期は３年とされている。 

   その職務は、地域住民の生活状態を把握し、要保護者の相談に応じ、その更生を援助する

とともに、福祉事務所、市町村等の関係行政機関に協力し、あるいは社会福祉施設と密接に

連絡してその機能を助ける等、きわめて広範囲に及んでいる。 

   また、民生委員は、児童福祉法第 16 条の規定により児童委員を兼ねることとなっており、

児童福祉の増進にも重要な役割を果たしている。 

   さらに、地域において児童・妊産婦の福祉に関する相談・援助活動を行う児童委員活動の

一層の推進を図ることを目的に、平成６年１月１日から主任児童委員が設置され、児童福祉

に関する事項を専門的に担当し、区域を担当する児童委員と一体となった活動を展開してい

る。現在の任期は令和７年 12 月１日～令和 11 年 11 月 30 日の３年間である。 
 

     

  ア 民生（児童）委員配置状況                      （令和８年４月１日現在） 

区  分 定     員 現     員 

みよし市 70 （４） 人 70 （４） 人 

（注）（ ）は主任児童委員数の再掲、豊田市は中核市のため除く。 
 

   

 イ 民生委員協議会活動費交付金 

民生委員協議会活動費交付金は、民生委員協議会活動の進展を図るため民生委員協議会の開

催に要する経費として交付する。 

      ＜根拠＞民生委員協議会活動費交付金交付要綱 

民生委員定数１人当たり １民生委員協議会当たり 

3,306 円 41,600 円 
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２ 児童福祉 

 

子育て家庭への支援 

     保育所 

    保護者の就労や疾病などにより家庭で保育することができない乳幼児の保育を、保育所で

保護者に代わって実施している。 

     
３ ひとり親家庭への自立支援 

 

（１） 遺児手当（事業開始 昭和45年度、県単事業） 

ア 目的 

両親又は片親がいない状態若しくは重度の障害等の状態にある家庭の児童を監護又は養育

している者に手当を支給し、児童の健全育成と福祉の増進を図る（根拠:愛知県遺児手当支給

規則）。 
 

イ 支給要件 

県内に住所があり、次のいずれかに該当する18歳以下（18歳到達の年度の末日）の児童を監

護又は養育している者。 

・父又は母が死亡した児童  

・父又は母が重度の障害にある児童 

・父母が婚姻を解消した児童    

・父又は母が引き続き１年以上行方不明である児童 

・父又は母に引き続き１年以上遺棄されている児童 

・父又は母が法令により引き続き１年以上拘禁されている児童   

・婚姻によらないで生まれた児童 

・その他上記に準ずる状態にある児童（知事が定めるもの） 
 

ウ 所得制限 

支給要件に該当する場合であっても、受給資格者又は扶養義務者（平成15年８月から適用）

の前年の所得（１月から10月までの手当については前々年の所得）が一定額以上の場合は支

給されない。 

            所得の限度額（規則で定める額）                     （令和８年４月１日現在） 

扶養親族等の数 ０人 １人 ２人 ３人 ４人以上 

受 給 資 格 者   2,080千円   2,460千円  2,840千円    3,220千円 
１人増すごとに 
380千円加算 配 偶 者 ・ 

扶 養 義 務 者 
  2,360千円   2,740千円     3,120千円    3,500千円 
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エ 手当の支払 

認定請求した日の属する月から、支給事由の消滅した日の属する月分まで支給される。  

    （支給月 ５月、７月、９月、１１月、１月、３月）   

     手当月額   支給開始 １～３年目  4,350 円 

     （児童１人につき）    ４～５年目  2,175 円 

                 ６年目以降    ０円（支給対象外） 

※ ただし、平成15年４月１日以前に認定されている受給者については、平成15年４月１日の

支給開始とみなす（平成17年８月１日改正）。 

 

オ 費用負担   

県10／10 

 

カ 受給者の状況               

    （各年度４月１日現在，単位:人） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度  

受給者 遺児数 受給者 遺児数 受給者 遺児数 

豊田市 
1,004 
(112) 

 

1,592 
931 
(98) 

 

1,486 
894 

(118) 
 

1,431 

みよし市 
134 
(21) 

210 
137 
(21) 

209 
124 
(17) 

184 

計 
1,138 
(133) 

1,802 
1,068 
(119) 

1,695 
1,018 
(135) 

1,615 

     ＊（ ）は停止者の再掲である。 

 

（２） 児童扶養手当 

    豊田市及びみよし市において、手当を支給している。 
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４ 女性相談支援 

 

豊田加茂福祉相談センターには、女性相談支援センター豊田加茂駐在室が置かれており、

２名の女性相談支援員が配置されている。 

当駐在室は「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和 4 年法律第 52 号）」第

9 条第 3 項に規定する「女性相談支援センター」の業務のほか、「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法律（平成 13 年法律第 31 号）」（以下、「DV 防止法」という。）に

よる「配偶者暴力相談支援センター」として、配偶者等（生活本拠共の交際相手を含む）か

らの暴力（以下、「DV」という。）被害者の相談支援・自立支援のための情報提供等を行って

いる。また、「豊田加茂地域困難な問題を抱える女性支援及び DV 防止実務者会議」を開催し、

関係機関とのネットワークの構築に努めている。 

女性相談支援員は、日常生活において何らかの悩みや問題を有する女性や、配偶者等から

の DV 被害を受けた女性の早期発見に努め、相談に応じ、適宜支援や関係機関との連絡調整

を行っている。また、DV 防止法に基づく保護命令制度の周知や制度利用の支援及び DV 証明

書発行のための面接などを行っている。 

 

（１） 職員の配置状況 

    現職員数 ３名（兼務）、非常勤職員数 ２名 

 

（２） 組織図 

    センター長（室長）－次長兼地域福祉課長－課長補佐－女性相談支援員（２名） 

 

・DV 被害者の相談支援に関すること 

・女性の福祉に関すること 

・女性相談支援センター駐在室の行う業務の連絡調整に関すること 

 

 

 

(注) 女性相談支援センター（名古屋市東区）では、電話相談専用ダイヤルとして『女性悩

みごと電話相談』 052-962-2527（月～金 9:00～21:00、土･日 9:00～16:00、（祝日・年

末年始は休み）』を開設している。 
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（３） 相談件数 

【令和 7 年度項目別相談延べ件数】                                      （単位：件） 

主訴による分類 面接 電話 合計 主訴による分類 面接 電話 合計 

0 

夫 

夫等の暴力 102 212 314 住居問題 0 0 0 

酒乱・薬物中
毒 

0 1 1 帰住先なし 0 0 0 

離婚問題 6 11 17 

経
済
関
係 

生活困窮 0 0 0 

その他 0 7 7 借金サラ金 0 0 0 

子
ど
も 

子どもの暴力 0 4 4 求職 0 3 3 

養育不能 0 0 0 その他 0 1 1 

その他 0 5 5 

医
療
関
係 

病気 0 0 0 

親 

親の暴力 2 16 18 精神的問題 0 0 0 

他の親族の暴
力 

0 2 2 妊娠・出産 0 0 0 

その他 0 11 11 その他 0 0 0 

交
際
相
手 

生活本拠共の
交際相手（含
元）の暴力 

0 1 1 
不純異性交遊 0 0 0 

売春強要 0 0 0 

交際相手の暴
力 

0 0 0 ヒモ・暴力団関係 0 0 0 

同性交際相手
の暴力 

0 0 0 5 条関係 0 0 0 

その他 0 1 1 ストーカー被害 0 0 0 

家庭不和 0 0 0 合 計 111 332 443 

その他の者の暴力 0 2 2 

内
訳 

豊田市 102 236 338 

男女問題 0 0 0 みよし市 7 16 23 

その他 1 55 56 その他 2 80 82 

 

 

【相談延べ件数の年度別推移】 

令和 5 年度 236 件 令和 6 年度 281 件 令和 7 年度 443 件 
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５ 高齢者福祉 

老人福祉法及び介護保険法の規定により、令和６年３月に「第９期愛知県高齢者福祉保健医

療計画」を策定し、令和６年度から令和８年度までの福祉・保健・医療サービスの目標量等を

明らかにしている。また、各市においても第９期計画が策定され、介護保険制度の円滑な実施、

サービスの充実、介護予防と生きがい対策及び社会参加の促進等各種施策、事業の積極的な推

進を図っている。 

 

（１） 介護保険制度の円滑な運営 

多様な事業主体の参入により介護を必要とする高齢者が地域で安心して日常生活を営める

ように、各種サービスの充実が求められている。また、施設サービスを進めるなど社会全体

で支える介護保険制度の円滑な運営を図っている。 

当センターにおいては介護保険制度の適正な運営のため各市に隔年で保険者指導を実施し

ている。 

   要介護認定者の状況                   （令和８年４月末現在，単位：人） 

市 名 
第１号

被保険者 

要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 
計 

豊田市 103,701 2,874 3,241 3,603 2,768 1,873 2,225 1,260 17,884 

みよし市 12,164 295 381 362 264 193 214 133 1,842 

計 114,883 2,988 3,434 3,744 2,937 1,986 2,291 1,411 18,791 

 ※データは豊田市介護保険課、みよし市長寿介護課より提供。 

 

   介護保険料（基準額）の状況                                  （単位：円） 

市 名 
第７期 

（H30 年度～R2 年度） 

第８期 

（R3 年度～R5 年度） 

第９期 

（R6 年度～R8 年度） 

豊田市 5,200 5,500 5,300 

みよし市 4,040 4,600 4,900 

 

   老人福祉施設等の設置状況                      （令和８年４月１日現在） 

市 名 
特別養護 

老人ホーム 

介護老人 

保健施設 

介護療養型

医療施設・

介護医療院 

養護老人 

ホーム 

軽費老人 

ホーム 

（ケアハウ

ス含む。） 

有料老人 

ホーム 

豊田市 14 ８ ２ １ ２ 53 

みよし市 ２ １ ０ ０ １ ４ 
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（２） 西三河北部圏域保健医療福祉推進会議 

医療福祉圏域における、保健・医療・福祉に関する施策について、円滑かつ効果的な実施

のために、関係行政機関、関係団体、その他関係者から意見を得ること及び関係機関等相互

の連絡調整を行うことにより、保健・医療・福祉の連携を図ることを目的に設置され衣浦東

部保健所が開催している。 

当センターは、西三河北部圏域の会議の事務局構成機関となっている。 

ア 会議構成員 

   基幹的保健所の長が、議題の内容に応じ必要と認める者を招集 

イ 事務局 

   衣浦東部保健所、豊田加茂福祉相談センター、豊田市保健所 



６  障 害 福 祉

（１）　援護の実施機関等

ア　市　

イ　県福祉相談センター地域福祉課

（２）　身体障害者手帳

（令和８年４月１日現在）（単位:人）

イ    身体障害者手帳の級別所持者数

人数

5.6 100.0比率　% 30.9 17.6 19.9 21.1 4.9

5.6 4.9 100.0

444 253 285 303 70 80 1,435

比率　% 30.9 15.8 21.2 21.6

人数 3,852 1,968 2,645 2,695 700

532 23

266 149 27

615 12,475

286

計

12,475

6 522 1,435

   障害児・者の医学的、心理学的及び職能的判定を行うほか、専門的な相談、指導を行っており、

 身体障害者手帳・療育手帳の発行を行い、市が交付している。

841 1,112 129 75

17 659 3 9

4,618

86

5,775

　障害者総合支援法を根拠に、本県では、令和６年３月に策定された「第７期愛知県障害福祉計画

（計画期間：令和６年度～令和８年度）」に基づき、障害者の自立に向け、入所施設から地域生活へ

の移行や福祉施設から一般就労への移行など障害者福祉の推進を図っている。

ウ　児童・障害者相談センター

腎臓 呼吸器 小腸 小計

　 障害児・者に対する福祉施策サービスの実施主体は主に市（町村）となっている（施設サービ

 スについて都道府県が実施主体となっているものがある）。

計免疫
機能
不全

２級

みよし市

ア    身体障害者手帳の所持者数

障害名

視覚
聴覚
平衡

音声
言語
そしゃ

く市別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和８年４月１日現在）（単位：人）

１級

肝臓

肢体
不自
由

62

４級

2,272 1,410 20

　 計画の助言・指導、市相互間の連絡調整、その他市に対する必要な援助を行う。

豊田市

みよし市

膀胱
直腸

心臓

級別

   なお、当管内は西三河児童・障害者相談センター及び豊田加茂児童・障害者相談センターの管轄

 となっている。

151

内  　 部　   障　   害

豊田市

５級 ６級３級

市別
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（３）　療育手帳

療育手帳の所持者数 （令和８年４月１日現在，単位：人）

（４）　福祉施策

ア　在宅重度障害者手当（事業開始　昭和45年度、県単事業）

（ア） 目的

  

ア

イ

ウ

※

（ウ） 所得制限

（エ） 手当の支払

  認定請求した日の属する月の翌月から支給事由の消滅した日の属する月分まで支給される。

（オ） 費用負担

   　県10／10

（カ） 受給者の状況

種別

＊（　）は停止者の再掲である。

37.1 100.0

125 163 481

33.9 100.026.0

25.0

　　（支給月　４月、８月、12月）

計

424

(342)

１種１種

(327)

3,640

(10)

49

令和６年度

424

3,590

(12) (12) (373)

(2)

(379)

50

5

(10)

5419

(390)

4,064 54 3,93755

令和８年度令和７年度

２種

429

(375)

5416 421

（各年度４月１日現在，単位:人）

3,5993,521 3,570 3,543

(385) (18) (422)

3,991

(440)

(47)

(332)(337)

２種 計２種１種

56

(391)(16)

計

4,009

(2)(51) (41) (43)(53) (2) (49)

61 3,967 4,028

級別
Ａ

（IQ概ね
35以下）

Ｂ
（IQ概ね
36～50）

Ｃ
(IQ概ね
51～75）

計

40.1

年齢

豊田市
人数 1,525 1,005 1,491

37.9

3,660,000

4,021

比率　%

円

みよし市
人数 193

支　　　給　　　要　　　件

（イ） 支給要件等

比率　%

手当年額

年額
191,400円

(月額15,950円）

ただし、新規の認定は、65歳に達する日の前日までに手帳
を取得し、かつ、所持している者に限る。

（令和８年４月１日現在）

１級又は２級の身体障害者手帳を有し、かつ、知能指数35以
下と判定され、療育手帳又は愛護手帳の交付を受けた者

身体障害者手帳の１級又は２級の障害者

受給資格者

配偶者・扶養義務者

１種重度
障害者

２種重度
障害者

6,287,000

３級の身体障害者手帳を有し、かつ知能指数が50以下と
判定され、療育手帳又は愛護手帳の交付を受けた者

知能指数が35以下と判定され、療育手帳又は愛護手帳
の交付を受けた者

(月額6,950円）

前年の所得（１月から７月まで
の手当は前々年所得）

豊田市

みよし市

合計

 県内に住所を有する在宅の重度障害者に、その重度の障害ゆえに生ずる負担軽減の一助となる

円

　よう手当を支給し、その福祉の増進を図る（根拠：愛知県在宅重度障害者手当支給規則）。

備　考

特別障害
者手当等
受給者、
施設入所
者及び３
月を超え
て入院し
ている者
を除く。

年額

83,400円
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心

　　　①　年　金　　　１口当たり 月額　20,000円

  ※上記は現行制度の内容であり、加入時期によって異なる場合がある。

（エ） 心身障害者扶養共済制度加入等状況 　（令和８年４月１日現在　単位：人）

41 13

ウ　特別児童扶養手当（事業開始　昭和39年度）

　　　（イ） 支給要件

配偶者・扶養義務者 6,536千円 6,749千円 6,962千円

　　支給要件に該当する者であっても、その者の前年の所得（１月から７月までの手当については

　前々年の所得）が政令で定める額以上のときは手当は支給されない。

１人増すごとに
213千円加算

１人増すごとに
380千円加算

０人

6,287千円

　　　　所得の限度額（政令で定める額）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和８年４月１日現在）

4,976千円 5,356千円 5,736千円

扶養親族の数

受給資格者

１人 ２人 ３人

228

４人以上

Ｂ（３度）程度

　家庭において、精神又は身体に障害のある児童を監護又は養育している者に手当を支給し、その

３・４（一部）級程度

Ａ（１・２度）程度

療育（愛護）手帳 身体障害者手帳

精神又は身体に重度の障害のある児童
（１級該当児）

みよし市

計

１・２級程度

豊田市

（ア） 目的

 である（根拠：愛知県心身障害者扶養共済制度条例）。

加入期間により75,000～250,000円

区　　　分 加入者数 年金受給者数

  心身障害者を扶養している保護者が、自らの生存中に毎月一定の掛金を納めることにより、保護

152

③　脱退一時金　加入者が脱退したときに支給。ただし、加入期間が５年以上の者。

  １口当たり

精神又は身体に中度の障害のある児童
（２級該当児）

4,596千円

　　　　次のいずれかに該当する20歳未満の児童を監護又は養育している者

　　　（ウ） 所得制限

187 139

 者に万一(死亡・重度障害)のことがあったとき、心身障害者に終身一定額の年金を支給する制度

②　弔慰金　　 　障害者が死亡したときに支給。ただし、加入期間が１年以上の者。

加入期間により50,000～250,000円  １口当たり

障害児の福祉の増進を図っている（根拠：特別児童扶養手当等の支給に関する法律）。

イ　心身障害者扶養共済制度

（イ） 掛金

　 加入時の年齢により、１口9,300～23,300円（月額）。２口まで加入できる。

（ウ） 給付金

（ア） 目的
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される（支給月　４月、８月、11月）。
　

※（　）は停止者の再掲である。

エ　西三河北部障害保健福祉圏域会議

 地域アドバイザー及び管内２市の障害福祉担当職員、医療・障害福祉・教育等関係職員等

（イ）事務局　　

豊田加茂福祉相談センター

 して設置している。

（ア）会議構成員

みよし市

計

118

(39)

862

(268)

(55)

豊田市
729

(249)

744

西三河北部障害保健福祉圏域内における障害者等の相談支援体制等に関する課題や情報

 の共有、課題の解決に向けた検討及び障害福祉計画の検証と策定支援を行うことを目的と

(229)

707

(275)

113

月額（１人につき）

令和８年３月分まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年度４月１日現在，単位：人）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

38,930円

令和８年４月分から

56,800円

37,830円

        （エ） 手当の支払

　　　　(オ) 費用負担

      国１０／１０

         (カ) 受給者の状況

障害等級

１級

２級

  認定請求した日の属する月の翌月から、支給事由の消滅した日の属する月分まで支給

　

58,450円

820

(330)

123

(40)

852

(289)
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第３

1

　（数字は児童福祉法の該当条項）

援助の終結、変更　※援助内容

　１．在宅指導

　（１）措置によらない指導(12③）

　　ア　助言指導

　　イ　継続指導

　　ウ　他機関あっせん

　（２）措置による指導

　　ア　児童福祉司指導(26①Ⅱ､27①Ⅱ）

　　イ　児童委員指導(26①Ⅱ､27①Ⅱ）

　　ウ　市町村指導(26①Ⅱ、27①Ⅱ)

　　エ　児童家庭支援センター指導(26①Ⅱ､27①Ⅱ）

　　オ　知的障害者福祉司、社会福祉主事指導(26①Ⅱ、27①Ⅱ）

　　カ　障害児相談支援事業を行う者の指導（26①Ⅱ､27①Ⅱ）

　　キ　指導の委託（26①Ⅱ､27①Ⅱ）

　（３）訓戒、誓約措置（27①Ⅰ）

　２．児童福祉施設入所措置（27①Ⅲ）

　　　指定発達支援医療機関委託（27②）

　３．里親、小規模住居型児童養育事業委託措置（27①Ⅲ）

　４．児童自立生活援助の実施（33の6①）

　５．市町村への事案送致(26①Ⅲ）

　　　福祉事務所送致、通知（26①Ⅳ）

　　　都道府県知事、市町村長報告、通知

　　　（26①Ⅴ､Ⅵ､Ⅶ､Ⅷ、63の2､63の3）

　６．家庭裁判所送致（27①Ⅳ､27の3）

　７．家庭裁判所への家事審判の申立て

　　ア　施設入所の承認（28①②）

　　イ　親権喪失等の審判の請求又は取消しの請求（33の7）

　　ウ　後見人選任の請求（33の8）

　　エ　後見人解任の請求（33の9）

福祉事務所

児童委員

県・市町村

児童福祉施設等

警察署

家庭裁判所

保健所

医療機関

学校

教育委員会

里親

家族・親戚

近隣・知人

児童本人

その他

（受理、判定、援助方針会議）

（12③）

都道府県児童福祉審議会

　(27⑥）
（意見照会）

判    定
（判定会議）

児 童 育 成 課 の 概 要

業務系統図

調　査

　児童育成課は、主として、児童・障害者相談センターの児童相談所業務を行っている。

（意見具申）

社会診断

心理診断

相談の受付 受理会議

保護/観察/指導
(33）

（所長決裁）

　（所長決裁）

医学診断

行動診断 （12③）

援助方針
会　　議

・面接受付
・電話受付
・文書受付

（子ども、保護者、関係機関等
への継続的援助）

（結果報告、方針の再検討）

その他の診断

一時保護

援助の実行

・相談
・通告
・送致

援助内容の
決　　定
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2 相談の状況

（1）

（２）

８　その他の相談

区　　分

255

64

665

270

676

触法行為があったとして警察署から法第25条による通告のあった児童、犯罪
少年に関して家庭裁判所から送致のあった児童に関する相談

虚言癖、浪費癖、家出、浮浪、乱暴、性的逸脱等のぐ犯行為、問題行動のあ
る児童、警察署からぐ犯少年として通告のあった児童、又は触法行為があっ
たと思料されても警察署から法第25条による通告のない児童に関する相談

５　ぐ犯行為等相談

６　触法行為等相談

566

808

その他 302

785

316

5年度元年度 3年度

年度別・区分別相談受付件数の推移

6年度

育
　
成
　
相
　
談

１　児童虐待相談

障
 

害
 

相
 

談

非
行
相
談

３　保健相談
低出生体重児、虚弱児、ツベルクリン反応陽転児、内部機能障害、小児喘
息、その他の疾患（精神疾患を含む）を有する児童に関する相談

１～７のいずれにも該当しない相談

相談の分類

養
 

護
 

相
 

談

２　その他の相談

保
健

児童虐待の防止等に関する法律の第２条に規定する、身体的虐待、性的虐
待、心理的虐待、保護の怠慢・拒否（ネグレクト）に関する相談

父又は母等保護者の家出・失踪、死亡、離婚、入院、稼働及び服役等による
養育困難児、迷子、親権を喪失・停止した親の子、後見人を持たぬ児童等児
童虐待相談以外の環境的問題を有する児童、養子縁組に関する相談

児童相談の種類は、次の８の種別に分類される。

331

818障害相談

814

797

782

333

0

645

4年度

　令和７年度の相談受付件数は、2,062件で前年度の2,034件と比較すると、1.4％増加している。相
談種別をみると、養護相談が増加している。相談受付件数の増加は、虐待相談件数の増加が影響して
いる。

養護
相談

保健相談 0

虐待

2年度 7年度

113

非行相談

1,920

育成相談 65

2313 14

59

1

838

（単位：件）   　

774

285

566

0

866

28

6379

2,0341,682 2,0621,775 1,715

24

95

13

1918

14

74

合　計

9

2,014

10 711 2その他

４　障害相談

下記のいずれかに該当する相談
・肢体不自由児、運動発達の遅れに関する相談
・盲（弱視を含む）、ろう（難聴を含む）等視聴覚障害児に関する相談
・構音障害、吃音、失語等音声や言語の機能障害をもつ児童、言語発達遅滞
　を有する児童に関する相談
・重症心身障害児（者）に関する相談、知的障害児に関する相談若しくは自閉
　スペクトラム症、学習障害、注意欠如多動性障害等の児童に関する相談

７　育成相談

下記のいずれかに該当する相談
・性格行動相談（児童の人格の発達上問題となる反抗、友達と遊べない、
　落ち着きがない、内気、緘黙、不活発、家庭内暴力、生活習慣の著しい
　逸脱等性格又は行動上の問題を有する児童に関する相談）
・不登校相談（学校、幼稚園、保育所又は認定こども園に在籍中で、登校・
　登園していない状態にある児童に関する相談）
・適正相談（進学適性、職業適性、学業不振等に関する相談）
・育児・しつけ相談（家庭内における幼児の育児・しつけ、児童の性教育、
　遊び等に関する相談）
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（３）

（４）

対応は、助言指導が全体の90.8％を占め、継続指導が3.4％、児童福祉施設・里親への措置は1.3％と

なっている。

　養護相談は、家庭環境等複雑な問題を抱えている事例が多く、継続的な関わりとともに施設入所措

置を必要とする場合が多い。区
　
 
 
 
　
分

受付件数計 0 5 0 0 29 721

100.00.0 0.2 0.0 0.0 1.4 35.0 2.6 0.7 0.4 1.4 0.0 0.9 0.8 0.9

2,06215 8 29 0 19 17 19

1,7688 23 0 16 14 14

5 0 2 1 1 257

2 4 371 0 1

39.5 16.2

助

言

指

導

継

続

指

導

面接指導
児

童

福

祉

司

指

導

市

町

村

指

導

委

託

市

町

村

送

致

乳

児

院

47 11

96

53

5

保

健

相

談

障　害　相　談

0

623

1

児
童
自
立
支
援
施
設

児
童
心
理
治
療
施
設

1 2

0

他

機

関

あ

っ
せ

ん

児

童

養

護

施

設

0 45

5 2 0

2 0

25 2,086

0.2

0

0

0.50.1

1

6

2

0

0.0

0

0 0

0

0

0

106 5 2

1

0

0

45 9

00

0

0 0

非行相談

4

10

0 000

0

0

0

0 0

00

0

0

0

0

3

0

相談の対応状況（令和６年度実績）

保健相談

児童虐待相談

その他の相談

家

庭

裁

判

所

送

致

1 0

障害相談 4

0

0

00

1 3

0

5

0.0

性

格

行

動

相

談

不

登

校

相

談

  （単位：件）

肢

体

不

自

由

相

談

視

聴

覚

障

害

相

談

言
語
発
達
障
害
等
相
談

重

症

心

身

障

害

相

談

知

的

障

害

相

談

発

達

障

害

相

談

ぐ

犯

行

為

等

相

談

触

法

行

為

等

相

談

0

0

0

00

養
護
相
談

0 0 0 0

2 6706

287

0

811

13

0

みよし市 0 1 0

0

0

3

0 204 0

0

（単位：件）

0

00 00

里

親

委

託

10

0

0 00

0その他の相談

0.1 0.32.2 0.4
合　計

0

0.2

（注）「その他」には、18歳年齢超過の場合の措置延長を含む。

0.3 1.2 100.0

  令和７年度の受付件数は、2,062件で前年度2,034件と比較すると、全体としては1.4％増加してい

る。虐待相談は前年度比3.7％増加(785件→814件)、その他養護相談は5.4％増加(316件→333件)し

ている。

　令和７年度の相談対応件数は、2,086件であった(前年度受付未対応分の対応含む)。

4

0.20.0

計

割合（％）

区分

養護相談

豊田市

0 0

0 4 0 0 23

割合（％）

育成相談

2

814

294

21

18

333

そ

の

他

の

相

談

児

童

虐

待

相

談

691

118

5

非行相談 育　成　相　談 そ

の

他

の

相

談

計

適

性

相

談

育

児

・

し

つ

け

相

談

相談種別受付件数（令和７年度実績）

0 5

0管外 0 0 0

822

340

0

815

22

68

19

障

害

児

入

所

施

設

児童福祉施設入所
そ

の

他

計

8

10

0

0

7

障
害
児

入
所
施
設

等

へ

の

利

用

契

約

0

児

童

自

立

生

活

援

助

（
自
立

援
助
ホ
ー

ム

等

）

59

19

47

17

0

0

1

5

0

1,895 70

90.9 3.4
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（５）

（単位：件）

（注）上段の括弧書きは児童虐待相談の再掲。

（６）

ア 愛知県・豊田加茂児相の年次推移

(単位：件）

イ

令和７年度に対応した822件の受付経路については、警察等が378件で最も多く、次いで近隣・

知人となっている。

心理的虐待については多くが保護者のＤＶ（ドメスティックバイオレンス）目撃による警察か

らの通告である。

子

ど

も

家

庭

セ

ン

タ

ー

等

32

3

53

6

94

1

4 6

2

3 1

00 20

児

童

本

人

4年度

56

557

0 201

　一時保護は、児童福祉法第33条に基づき児童相談所長が必要と認めたとき、児童を家庭や保護者か

0

0

1 10

125 0

2

13

26.9%

虐

待

者

本

人

虐

待

者

以

外

保

健

所

・

医

療

機

関

学

校

・

教

育

委

員

会

家　族

775

6.7% 0.0%

(6)

22

9.9%

そ

の

他

(3)

26

11.7%36.8%

81

16

受付経路（令和７年度実績）

578 640

警

察

等

7,539

00

（単位：件）

7,073

660

区　　分

0性的虐待

合

計

6,493

822

30

7,289

787

児

童

福

祉

施

設

そ

の

他

4.9%

3年度 7年度元年度 2年度

一時保護の状況（令和７年度実績）

一

時

保

護

所

(32)

223

小
計

5年度

里

親

(6)

15

自

立

援

助

ホ

ー

ム

病

院

0

0

6,5886,0196,045

年   度

愛 知 県

豊田加茂児相

児

童

相

談

所

幼

稚

園

保

育

所

589

里

親

213

2

認

定

こ

ど

も

園

20517

00

69

21

30 35 8

近

隣

・

知

人

親

戚

1

9

8 5

そ

の

他

0

0 102

2 0 22 571

1510

5

5

9

0 0

9

0

1

2 23

0

00

310

ら切り離して一時保護所に入所させ、若しくは児童福祉施設、里親などに委託して行う。緊急の保護

権による緊急一時保護が多い。

や児童の行動観察、問題の短期治療などを目的とする。児童虐待相談では、児童の安全確保のため職

0 55 8227

  児童相談所が対応した児童虐待相談の件数は、統計が取り始められて以来増加し続けており、

児童虐待は国民が早急に解決しなければならない課題となっている。近年は、ＤＶの目撃等に

よる心理的虐待の増加が続いている。

(注)令和７年度は速報値。

410 623788

0

身体的虐待

8 7 1130 21

心理的虐待

ネグレクト

計

60

児

童

養

護

施

設

(50)

82

乳

児

院

(2)

11

児

童

自

立

支

援

施

設

0

0

6年度

合
計

(101)

一　時　保　護　委　託

(69)

163

73.1% 100.0%

都

道

府

県

市町村

0.0%

児

童

心

理

治

療

施

設

0

1

0.4%

障

害

児

施

設

(2)

6

警

察

署

0

0

2.7% 0.0%

　児童虐待相談対応件数の状況
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ウ

被虐待児の年齢別では、乳幼児の占める割合がやや多くなっている。乳幼児への虐待は、自ら

の命を守れないことから死亡等重篤な事態を招くおそれがあり、慎重な対応が必要である。

　被虐待児の年齢別では、乳幼児の占める割合がやや多くなっている。乳幼児への虐待は、自らの命を守れないことから死亡等重篤な事態を招くおそれがあり、慎重な対応が必要である。 　また、虐待の種別については、通常一つにとどまらないことも多いが、主な種別で統計計上している。昨今、保護者のＤＶを目撃したことによる心理的虐待が増加している。また、虐待の種別については、通常一つにとどまらないことも多いが、主な種別で統計計上し

ている。昨今、保護者のＤＶを目撃したことによる心理的虐待が増加している。

エ

主な虐待者（虐待者が複数の場合も、主な虐待者について統計計上している）は、実父母が９

割近くなっている。

（７）

ア

イ

（単位：件）

ウ

（単位：件）

815216

就学・就職 一般療育 その他

100.0

　主な虐待者の続柄（令和７年度実績）

44

（単位：件）

その他

822
6.8

56201

24.4

557

合計

5.4 0.7

障害相談の状況

内容別受付件数（令和７年度実績）

実　母

18.2

合　　計

47.4

10538

390

15歳以上

8

822337 45

実父以外の父親
区　　分

件　数

割　合（％）

67.8割　　合（％）

6

父 母

971 116

実　父

新規交付

再判定 193

30

区分 A判定

457

1,549

区分

件数 492

B判定

310 747

A判定

81 183

31 127 188

B判定 C判定 合　計

療育手帳新規交付・再判定件数（令和７年度実績）

施設入所療育手帳
特別児童
扶養手当

C判定 合　計

障害児施設
利用契約

療育手帳台帳管理件数（令和７年度末現在）

089715 2

（単位：件）

41.0

実母以外の母親

10６歳～８歳 16.7

９歳～11歳 50

13786

34

39

12歳～14歳

2

2

2

150

14.1

0 79 10 139 16.9

5

合　計

2 14398

1.0

３歳～５歳 17.4

０歳～２歳

区　　分 性的虐待 ネグレクト 割　合（％）

118 137

（単位：件）

8

身体的虐待

11

5.5 100.0

29

 　被虐待児の年齢別・種類別件数（令和７年度実績）

14

合　　計心理的虐待

0 16.7
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